
 

 

事 務 連 絡 

平成 29 年 11 月 8 日 

 

 

地方厚生(支)局 

保険年金（企業年金）課長 殿  

   

 

厚生労働省年金局 

企業年金・個人年金課長 

 

 

確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令（平成 29年厚生労働省令第 121号） 

の施行等に伴う「確定給付企業年金規約例」の一部改正について 

 

 

「確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令」（平成 29 年厚生労働省令

第 121号）の施行等に伴い、「確定給付企業年金規約例」を別添のとおり改正したの

で参考にされたい。 

 



  

別添 

確定給付企業年金規約例 

新旧対照表 

新 旧 

 確定給付企業年金規約例 

第１～第４ （略） 

規約型確定給付企業

年金規約例 

企業年金基金規約例 趣旨 留意事項 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （代議員及び代議員

会） 

第６条 この基金に

代議員会を置く。 

２ 代議員会は、代議

員をもって組織す

る。 

[３ 代議員会は、代

議員の求めに応じ

てテレビ会議シス

テ ム を 用 い て 行

う。] 

 

 

 

○ 法第１１条

第３号の規定

により、規約

に定める必要

があるもの。

（第６条から

第２４条ま

で） 

 

 

 

 

○ テレビ会

議システム

やウェブ会

議システム

等を活用す

る場合には、

①議案の審

議前に、出席

代議員（開催

場所外から

出席する者

も含む。）が

相互に画像

及び音声を

正確に発信

及び受信で

きているか

を確認する

こと、 

 ②正常に議

論が交わさ

れ、システム

が正常に稼

 確定給付企業年金規約例 

第１～第４ （略） 

規約型確定給付企業

年金規約例 

企業年金基金規約例 趣旨 留意事項 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （代議員及び代議員

会） 

第６条 この基金に

代議員会を置く。 

２ 代議員会は、代議

員をもって組織す

る。 

（新設） 

 

 

○ 法第１１条

第３号の規定

により、規約

に定める必要

があるもの。

（第６条から

第２４条ま

で） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 



  

働した状態

で審議が終

了したこと

を議長が確

認すること、

③これらの

確認事項、代

議員が会議

に出席した

場所等につ

いて議事録

に記載する

こと。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （選定代議員の選定） 

第１４条 事業主に

おいて選定する代

議員（以下「選定代

議員」という。）の

任期満了による選

定は、互選代議員の

選挙の日に行う。 

[２ 前項の規定によ

る選定代議員の選

定は、選定の都度、

全ての事業主によ

り選定を行うこと

とし、次のいずれか

の方法を基本とし、

これらの方法を希

望しない事業主は

選定行為を現に役

員又は職員でない

者に委任しなけれ

ばならない。] 

[一 事業主が他の

 

○ 事業主にお

いて選定する

代議員の選定

に関して必要

な事項を定め

るもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （選定代議員の選定） 

第１４条 事業主に

おいて選定する代

議員（以下「選定代

議員」という。）の

任期満了による選

定は、互選代議員の

選挙の日に行う。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業主にお

いて選定する

代議員の選定

に関して必要

な事項を定め

るもの。 

 

 



  

事業主と共同で

選定代議員候補

者を指名する方

法] 

[二 各事業主が独

自の選定代議員

候補者を指名す

る方法] 

３ 選定代議員に欠

員を生じたときは、

事業主は、速やかに

補欠の選定代議員

を選定しなければ

ならない。 

４ 事業主は、選定代

議員を選定したと

きは、選定代議員の

氏名及び所属する

実施事業所の名称

を文書で理事長に

通知しなければな

らない。 

５ 前項の通知があ

ったときは、理事長

は直ちに通知のあ

った事項を公告し

なければならない。 

６ 前項の規定によ

る公告の方法は、第

５条第１項の規定

を準用する。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （代議員会の招集手

続） 

第１７条 理事長は、

代議員会を招集し

 

○ 令第１３条

に基づき代議

員会の招集手

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 選定代議員に欠

員を生じたときは、

事業主は、速やかに

補欠の選定代議員

を選定しなければ

ならない。 

３ 事業主は、選定代

議員を選定したと

きは、選定代議員の

氏名及び所属する

実施事業所の名称

を文書で理事長に

通知しなければな

らない。 

４ 前項の通知があ

ったときは、理事長

は直ちに通知のあ

った事項を公告し

なければならない。 

５ 前項の規定によ

る公告の方法は、第

５条第１項の規定

を準用する。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （代議員会の招集手

続） 

第１７条 理事長は、

代議員会を招集し

 

○ 令第１３条

に基づき代議

員会の招集手

 



  

ようとするときは、

緊急を要する場合

を除き、開会の日の

前日から起算して

５日前までに到達

するように、代議員

に対して、会議に付

議すべき事項、日時

及び場所[（テレビ

会議システムを活

用する場合にはそ

の方法を含む。）]

を示した招集状を

送付するほか、これ

らの事項を公告し

なければならない。 

２ 前項の規定によ

る公告の方法は、第

５条第１項の規定

を準用する。 

 

続を定めるも

の。 

 

 （定足数） 

第１８条 代議員会

は、代議員の定数

（第２０条の規定

により議決権を行

使することができ

ない代議員の数を

除く。）の半数以上

が出席しなければ、

議事を開き、議決す

ることができない。 

[２ 代議員会に出席

することのできな

い代議員は、第１７

条第１項の規定に

よりあらかじめ通

知のあった事項に

 

○ 令第１４条

の規定を明確

化するために

規約に定める

もの。 

 

 

 

 

○ 書面をも

って、議決権

又は選挙権

を行使する

者は、出席者

とみなされ

ること。（令

第１７条第

２項） 

 

 

ようとするときは、

緊急を要する場合

を除き、開会の日の

前日から起算して

５日前までに到達

するように、代議員

に対して、会議に付

議すべき事項、日時

及び場所を示した

招集状を送付する

ほか、これらの事項

を公告しなければ

ならない。 

 

 

 

２ 前項の規定によ

る公告の方法は、第

５条第１項の規定

を準用する。 

 

続を定めるも

の。 

 

 （定足数） 

第１８条 代議員会

は、代議員の定数

（第２０条の規定

により議決権を行

使することができ

ない代議員の数を

除く。）の半数以上

が出席しなければ、

議事を開き、議決す

ることができない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

○ 令第１４条

の規定を明確

化するために

規約に定める

もの。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

つき、賛否の意見を

明らかにした書面

をもって、議決権又

は選挙権を行使す

ることができる。] 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （会議録） 

第２３条 代議員会

の会議については、

会議録を作成し、次

の各号に掲げる事

項を記載しなけれ

ばならない。 

一 開会の日時及

び場所[（テレビ

会議システムを

活用した場合に

はその方法を含

む。）] 

二 代議員の定数 

三 出席した代議

員の氏名[（テレ

ビ会議システム

により出席した

代議員について

は そ の 旨 を 含

む。）、第１８条

第２項の規定に

より書面により

議決権又は選挙

権を行使した代

議員の氏名]及び

第２１条の規定

により代理され

た代議員の氏名 

四 議事の経過の

 

○ 令第１８条

の規定を明確

化するために

規約に定める

もの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

 （会議録） 

第２３条 代議員会

の会議については、

会議録を作成し、次

の各号に掲げる事

項を記載しなけれ

ばならない。 

一 開会の日時及

び場所 

 

 

 

 

二 代議員の定数 

三 出席した代議

員の氏名及び第

２１条の規定に

より代理された

代議員の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 議事の経過の

 

○ 令第１８条

の規定を明確

化するために

規約に定める

もの。 

 

 



  

要領 

五 議決した事項

及び可否の数 

六 その他必要な

事項 

２ 会議録には、議長

及び代議員会にお

いて定めた２人以

上の代議員が署名

しなければならな

い。 

３ 基金は、会議録を

基金の主たる事務

所に備え付けてお

かなければならな

い。 

４ 加入者等は、基金

に対し、会議録の閲

覧を請求すること

ができる。この場合

においては、基金

は、正当な理由があ

る場合を除き、これ

を拒んではならな

い。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（運用の基本方針及

び運用指針） 

第５５条 事業主

は、積立金の運用

に関して、運用の

目的その他規則第

８３条第１項各号

に掲げる事項を記

載した基本方針

（以下「基本方針」

（運用の基本方針及

び運用指針） 

第９１条 基金は、積

立金の運用に関し

て運用の目的その

他規則第８３条第

１項各号に掲げる

事項を記載した基

本方針（以下「基本

方針」という。）を

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

関する事項の

一つとして規

 

○ 第３項た

だし書には、

法第６５条

第１項又は

第６６条第

１項の規定

に基づき締

結すること

を予定して

要領 

五 議決した事項

及び可否の数 

六 その他必要な

事項 

２ 会議録には、議長

及び代議員会にお

いて定めた２人以

上の代議員が署名

しなければならな

い。 

３ 基金は、会議録を

基金の主たる事務

所に備え付けてお

かなければならな

い。 

４ 加入者等は、基金

に対し、会議録の閲

覧を請求すること

ができる。この場合

においては、基金

は、正当な理由があ

る場合を除き、これ

を拒んではならな

い。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（運用の基本方針及

び運用指針） 

第５５条 事業主

は、積立金の運用

に関して、運用の

目的その他規則第

８３条第１項各号

に掲げる事項を記

載した基本方針

（以下「基本方針」

（運用の基本方針及

び運用指針） 

第９１条 基金は、積

立金の運用に関し

て運用の目的その

他規則第８３条第

１項各号に掲げる

事項を記載した基

本方針（以下「基本

方針」という。）を

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

関する事項の

一つとして規

 

○ 第３項た

だし書には、

法第６５条

第１項又は

第６６条第

１項の規定

に基づき締

結すること

を予定して



  

という。）を作成

し、当該基本方針

に沿って運用しな

ければならない。 

２ 基本方針は、法

令に反するもので

あってはならな

い。 

３ 事業主は、基本

方針と整合的な運

用指針を作成し、

これを資産管理運

用機関〔及び第５

１条第４項の規定

により投資一任契

約を締結した金融

商品取引業者〕に

交付しなければな

らない。ただし、

生命保険又は生命

共済の契約であっ

て、当該契約の全

部において保険業

法（平成７年法律

第１０５号）第１

１６条第１項又は

農業協同組合法

（昭和２２年法律

第１３２号）第１

１条の３２に規定

する責任準備金の

計算の基礎となる

予定利率が定めら

れたものの相手方

については、この

限りでない。 

 

作成し、当該基本方

針に沿って運用し

なければならない。 

２ 基本方針は、法令

に反するものであ

ってはならない。 

３ 基金は、基本方針

と整合的な運用指

針を作成し、これを

基金資産運用機関

に交付しなければ

ならない。ただし、

生命保険又は生命

共済の契約であっ

て、当該契約の全部

において保険業法

（平成７年法律第

１０５号）第１１６

条第１項又は農業

協同組合法（昭和２

２年法律第１３２

号）第１１条の３２

に規定する責任準

備金の計算の基礎

となる予定利率が

定められたものの

相手方については、

この限りでない。 

約に定める必

要があるもの

（令第４５条

並びに規則第

８３条第１項

及び第４項の

規定の趣旨を

明確化するも

の。）。 

 

いる契約の

みを規定す

ればよいこ

と。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 年金特定

信託契約の

相手方につ

という。）を作成

し、当該基本方針

に沿って運用しな

ければならない。 

２ 基本方針は、法

令に反するもので

あってはならな

い。 

３ 事業主は、基本

方針と整合的な運

用指針を作成し、

これを資産管理運

用機関〔及び第５

１条第４項の規定

により投資一任契

約を締結した金融

商品取引業者〕に

交付しなければな

らない。ただし、

生命保険又は生命

共済の契約であっ

て、当該契約の全

部において保険業

法（平成７年法律

第１０５号）第１

１６条第１項又は

農業協同組合法

（昭和２２年法律

第１３２号）第１

１条の３２に規定

する責任準備金の

計算の基礎となる

予定利率が定めら

れたものの相手方

については、この

限りでない。 

 

作成し、当該基本方

針に沿って運用し

なければならない。 

２ 基本方針は、法令

に反するものであ

ってはならない。 

３ 基金は、基本方針

と整合的な運用指

針を作成し、これを

基金資産運用機関

に交付しなければ

ならない。ただし、

生命保険又は生命

共済の契約であっ

て、当該契約の全部

において保険業法

（平成７年法律第

１０５号）第１１６

条第１項又は農業

協同組合法（昭和２

２年法律第１３２

号）第１１条の３２

に規定する責任準

備金の計算の基礎

となる予定利率が

定められたものの

相手方については、

この限りでない。 

 

約に定める必

要があるもの

（令第４５条

並びに規則第

８３条第１項

及び第４項の

規定の趣旨を

明確化するも

の。）。 

 

いる契約の

みを規定す

ればよいこ

と。 

 

○ 規約型企

業年金にお

いて、当該事

業年度の前

事業年度の

末日（当該事

業年度が事

業開始の初

年度である

場合におい

ては、当該事

業年度の初

日）における

加入者の数

が３００人

未満であり、

かつ、運用に

係る資産の

額が３億円

未満である

間は、基本方

針を定めな

い旨を附則

等に定める

ことができ

ること。（規

則 第 ８ ２

条）。《附則

第７条》 

 

○ 年金特定

信託契約の

相手方につ



  

いては、令第

４５条第３

項の規定に

より、運用指

針を交付し

なければな

らない契約

の相手方か

らは除かれ

ているもの

の、適切な資

産管理を行

うため、資産

管理機関の

評価に関す

る事項、資産

管理機関が

法令で求め

られている

行為準則に

関する事項

並びに資産

管理業務に

関する報告

の内容及び

方法に関す

る事項等に

ついて指針

を提示する

ことが望ま

しいこと（法

令解釈通知

（別紙２）運

用指針の策

定 指 針 の

６）。 

 

○ 規則第８

いては、令第

４５条第３

項の規定に

より、運用指

針を交付し

なければな

らない契約

の相手方か

らは除かれ

ているもの

の、適切な資

産管理を行

うため、資産

管理機関の

評価に関す

る事項、資産

管理機関が

法令で求め

られている

行為準則に

関する事項

並びに資産

管理業務に

関する報告

の内容及び

方法に関す

る事項等に

ついて指針

を提示する

ことが望ま

しいこと（法

令解釈通知

（別紙２）運

用指針の策

定 指 針 の

６）。 

 

○ 規則第８



  

４条の２第

１項第３号

イ又はロに

該当する確

定給付企業

年金の場合

は、代替例１

又は代替例

２によるこ

と。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（政策的資産構成割

合） 

第５７条 事業主

は、長期にわたり

維持すべき資産の

構成割合を適切な

方法により定めな

ければならない。 

 

２ 事業主は、事業

主に使用され、そ

の事務に従事する

者として、前項の

資産の構成割合の

決定に関し、専門

的知識及び経験を

有する者を置くよ

う努めなければな

らない。 

（政策的資産構成割

合） 

第９３条 基金は、長

期にわたり維持す

べき資産の構成割

合を適切な方法に

より定めなければ

ならない。 

 

２ 基金は、前項の資

産の構成割合の決

定及び維持に関し、

専門的知識及び経

験を有する者を置

くよう努めなけれ

ばならない。 

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

関する事項の

一つとして規

約に定める必

要があるもの

（規則第８４

条第１項又は

第２項の規定

の趣旨を明確

化 す る も

の。）。 

 

○ 規約型確

定給付企業

年金におい

て、受託保証

型確定給付

企業年金を

実施する事

業主は、努力

義務として

差し支えな

いこと。 

 

○ 努力義務

を義務化す

ることは差

し支えない

こと。 

 

○ 法第５６

条第２項の

規定に基づ

き掛金を金

銭に代えて

株式で納付

４条の２第

１項第３号

イ又はロに

該当する確

定給付企業

年金の場合

は、代替例１

又は代替例

２によるこ

と。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（政策的資産構成割

合） 

第５７条 事業主

は、長期にわたり

維持すべき資産の

構成割合を適切な

方法により定める

よう努めなければ

ならない。 

２ 事業主は、事業

主に使用され、そ

の事務に従事する

者として、前項の

資産の構成割合の

決定に関し、専門

的知識及び経験を

有する者を置くよ

う努めなければな

らない。 

（政策的資産構成割

合） 

第９３条 基金は、長

期にわたり維持す

べき資産の構成割

合を適切な方法に

より定めるよう努

めなければならな

い。 

２ 基金は、前項の資

産の構成割合の決

定及び維持に関し、

専門的知識及び経

験を有する者を置

くよう努めなけれ

ばならない。 

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

関する事項の

一つとして規

約に定める必

要があるもの

（規則第８４

条第１項の規

定の趣旨を明

確化するも

の。）。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 努力義務

を義務化す

ることは差

し支えない

こと。 

 

○ 法第５６

条第２項の

規定に基づ

き掛金を金

銭に代えて

株式で納付



  

する規約型

確定給付企

業年金の事

業主並びに

同項の規定

により株式

の納付を受

ける基金及

び法第６４

条第４項に

掲げる方法

による運用

（自家運用）

を行う基金

は、規則第８

３条第１項

第２号に規

定する事項

において、長

期にわたり

維持すべき

資産の構成

割合を適切

な方法によ

り定めなけ

ればならな

いこと（規則

第８３条第

３項）。 

 

（資産の状況の確

認） 

第５８条 事業主

は、毎事業年度の

末日において、第

５１条第１項〔及

び第４項〕の規定

による運用に係る

（資産状況の確認） 

第９４条 基金は、毎

事業年度の末日に

おいて、第８８条第

１項〔及び第４項〕

の規定による運用

に係る資産を時価

により評価し、その

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

 

する規約型

確定給付企

業年金の事

業主並びに

同項の規定

により株式

の納付を受

ける基金及

び法第６４

条第４項に

掲げる方法

による運用

（自家運用）

を行う基金

は、規則第８

３条第１項

第２号に規

定する事項

において、長

期にわたり

維持すべき

資産の構成

割合を適切

な方法によ

り定めなけ

ればならな

いこと（規則

第８３条第

３項）。 

 

（資産の状況の確

認） 

第５８条 事業主

は、毎事業年度の

末日において、第

５１条第１項〔及

び第４項〕の規定

による運用に係る

（資産状況の確認） 

第９４条 基金は、毎

事業年度の末日に

おいて、第８８条第

１項〔及び第４項〕

の規定による運用

に係る資産を時価

により評価し、その

 

○ 令第２条第

１号又は第５

条第１号の規

定により、資

産管理運用契

約又は基金資

産運用契約に

 



  

資産を時価により

評価し、その構成

割合を確認しなけ

ればならない。 

構成割合を確認し

なければならない。 

関する事項の

一つとして規

約に定める必

要があるもの

（規則第８４

条第３項の規

定の趣旨を明

確化するも

の。）。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（削除） 

資産を時価により

評価し、その構成

割合を確認しなけ

ればならない。 

構成割合を確認し

なければならない。 

関する事項の

一つとして規

約に定める必

要があるもの

（規則第８４

条第２項の規

定の趣旨を明

確化するも

の。）。 

 

（略） （略） 

 

（略） （略） 

（基本方針を定める

ことを要しない場

合） 

第７条 第５５条の

規定にかかわら

ず、前事業年度の

末日（当該事業年

度が事業開始の初

年度である場合に

おいては、当該事

業年度の初日）に

おける加入者の数

が３００人未満で

あり、かつ、運用

に係る資産の額が

３億円未満である

間は、基本方針及

び同条第３項の運

用方針を定めない

ことができる。 

２ 前項の規定によ

り基本方針を定め

ない場合において

は、第９０条第１

項第７号の基本方

針の概要の加入者

   

○ 規則第８

４条の２第

１項第３号

イ又はロに

掲げる確定

給付企業年

金において

は、基本方針

は必ず定め

る必要があ

ること。 



  

 

 

 

（存続連合会） 

第７条 （略） 

 

（存続連合会） 

第１１条 （略） 

  

 

への周知は行わな

い。 

 

（存続連合会） 

第８条 （略） 

 

（存続連合会） 

第１１条 （略） 

  

  

 


